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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第109期

第２四半期連結
累計期間

第110期
第２四半期連結
累計期間

第109期
第２四半期連結
会計期間

第110期
第２四半期連結
会計期間

第109期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 23,086 15,634 11,870 8,455 43,375

経常利益又は経常損失（△）（百

万円）
631 △486 446 △114 1,022

四半期（当期）純損失（△）（百

万円）
△1,292 △327 △1,321 △98 △1,109

純資産額（百万円） － － 18,587 17,737 17,992

総資産額（百万円） － － 36,672 30,237 31,397

１株当たり純資産額（円） － － 327.31 312.62 316.94

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△22.80 △5.79 △23.30 △1.74 △19.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 50.6 58.6 57.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,141 620 － － 915

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,097 △567 － － △2,315

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△153 △352 － － 42

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 3,591 1,965 2,212

従業員数（人） － － 1,670 1,421 1,554

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また潜在株式が存在しないため、記載をしていない。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,421(291)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

　　　　　している。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 440 (222)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載

　　　　　している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
　  至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）　

防災用繊維製品事業（百万円） 750 72.7

産業用繊維製品事業（百万円） 7,488 71.0

合計（百万円） 8,238 71.1

　（注）１．金額表示の基準は、販売価額による。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(2）受注実績

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）　

受注残高（百万円）
前年同四半期比
（％）　

防災用繊維製品事業 641 78.4 678 118.8

　（注）１．産業用繊維製品事業は主として見込生産を行っており、受注に基づく生産は、ほとんど行っていない。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日

    至　平成21年９月30日）　
前年同四半期比（％）　

防災用繊維製品事業（百万円） 950 70.7

産業用繊維製品事業（百万円） 7,490 71.3

その他事業（百万円） 15 96.4

合計（百万円） 8,455 71.2

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

マツダ（株） 3,291 27.7 2,637 31.2

スズキ（株） 2,477 20.9 1,999 23.6

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものである。

(1)業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府が打ち出した景気対策の効果もあり、下げ止まり感はあるも

のの、設備投資の手控えや雇用・賃金の抑制が続き、個人消費も弱い動きに終始するなど、引き続き厳しい状況のうち

に推移した。

　このような情勢のなかで当社グループは、主力商品の製造コスト削減を中心とした合理化と品質の向上、また新技術

の開発と新商品の拡販に取り組み、収益基盤の強化に努めてきた。

　防災用繊維製品事業では、下水道分野の大口径管更生工法「パルテム・フローリング工法」の受注拡大、また、産業

繊維製品事業では、広巾織物、シートベルト、エアバッグなどの販売拡大に注力した。　

　しかしながら、主力の自動車安全部品部門において需要低迷の影響を大きく受けるなどしたため、当第２四半期連結

会計期間の売上高は84億55百万円と、前年同期比28.8％の減収となった。損益面でも、全社をあげた人件費、経費の削

減活動に引き続き努めたが、１億14百万円の経常損失（前年同期は４億46百万円の経常利益）、98百万円の四半期純

損失（前年同期は13億21百万円の四半期純損失）となった。

　以下、事業セグメント別の概況は次のとおりである。　

①防災用繊維製品事業　

　防災部門では、自治体の財政縮小による官公需低迷のなか、防災関連商品は底堅い動きを見せたが、消防用・消火栓

用ホースは、昨年10月に発覚した個別検定受検時における不正行為の影響により売上が激減した。

　パルテム部門では、下水道分野の「パルテム・フローリング工法」は主要都市市場で好調に推移し、売上が増加し

た。しかし、「パルテムＳＺ工法」「パルテムＨＬ工法」は、価格競争激化の影響を受け、売上が減少した。

　この結果、当第２四半期連結会計期間における防災用繊維製品事業の売上高は９億50百万円と、前年同期比29.3％の

減収となり、損益面では53百万円の営業損失（前年同期は19百万円の営業損失）となった。

②産業用繊維製品事業　

　産業資材部門では、ロープは、陸上用・船舶用など各分野とも景気低迷により市場が縮小傾向にあり、売上が減少し

た。また、「タイトナー」も需要の急減による影響を受け、売上が減少したほか、ゴム工業資材用広巾織物も販売は低

迷した。

　自動車安全部品部門では、自動車販売台数の落ち込みには歯止めがかかりつつあるが、自動車生産台数が引き続き低

い水準で推移したため、シートベルト、エアバッグ、自動車関連用品（内装品その他）とも売上が減少した。

　ジオ部門では、緊急排水ホースは、積極的な拡販活動が功を奏し、売上は順調に推移した。また、土木建設用特殊織物

は、基礎杭用異径織物の売上が増加した。 

　この結果、当第２四半期連結会計期間における産業用繊維製品事業の売上高は74億90百万円と、前年同期比28.7％の

減収となり、営業利益は１億43百万円と、前年同期比78.1％の減益となった。　

(2)キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、差引き２億27百万円の増加と

なり、当第２四半期連結会計期間末の残高は19億65百万円（前年同期比45.3％減）となった。　　

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失が１億36百万円、防災製品補償損失引当金の減少

が７億６百万円、減価償却費が３億68百万円、事業活動に直接関わる売上債権・たな卸資産・仕入債務の収支が11億

50百万円であり、これに法人税等の還付額２億57百万円などが加わり、８億96百万円（前年同期比31.5％減）の資金

の増加となった。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出２億14百万円などがあり、２億13百万円（前年

同期は６億17百万円）の資金の減少となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減額４億50百万円などがあり、４億60百万円（前年同期は４

百万円）の資金の減少となった。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

　

(4)研究開発活動　

　当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、２億52百万円である。　

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設につい

て重要な変更があったものは以下のとおりである。

　芦森工業山口株式会社の自動車安全部品生産設備の第１期工事は平成20年12月に完了したが、自動車業界の低迷

に伴い着工を保留したため、第２期工事の完了予定年月を当初の平成21年８月から平成22年６月に変更している。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 220,000,000

計 220,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 60,569,390 60,569,390

㈱東京証券取引所

㈱大阪証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 60,569,390 60,569,390 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額　　　　　　
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日　

～　

平成21年９月30日　

－ 60,569,390 － 8,388 － 7,431
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東洋紡績株式会社　 大阪市北区堂島浜２丁目２－８　 9,201 15.19

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１　 1,741 2.88

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）　
東京都中央区晴海１丁目８－11　 1,581 2.61

シービーエヌワイディエフエイイ

ンターナショナルキャップバ

リューポートフォリオ

（常任代理人　シティバンク銀行

株式会社）　

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA

90401 U.S.A.

（東京都品川区東品川２丁目３－14）

　

1,323 2.18

芦森工業従業員持株会　 大阪市西区北堀江３丁目10－18　 1,294 2.14

三井住友海上火災保険株式会社　 東京都中央区新川２丁目27－２　 1,168 1.93

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６　 956 1.58

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３　 738 1.22

芦森工業取引先持株会 大阪市西区北堀江３丁目10－18　 643 1.06

御幸ホールディングス株式会社　 名古屋市西区市場木町390 600 0.99

計 － 19,246 31.78

　（注）１．当社は自己株式3,778千株を保有しているが、上記の大株主から除外している。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　1,581千株

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　738千株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － 　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　　　　　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　 4,094,000　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－

完全議決権株式（その他）  普通株式　55,704,000　 55,704　　　　　　　　　　－

単元未満株式  普通株式     771,390　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－

発行済株式総数 60,569,390　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－

総株主の議決権 　　　　　　　　　－ 55,704 　　　　　　　　　　－

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれている。また、「議

決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれている。　

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

芦森工業株式会社　
大阪市西区北堀江３丁目

10-18　
3,778,000 － 3,778,000 6.24

株式会社赤尾　
大阪市西区新町４丁目

13－1　
316,000 － 316,000 0.52

計 － 4,094,000 － 4,094,000 6.76

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

平成21年
５月

平成21年
６月

平成21年
７月

平成21年
８月

平成21年
９月

最高（円） 115 140 168 157 173 161

最低（円） 93 104 132 140 148 141

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,984 2,226

受取手形及び売掛金 8,580 9,383

商品及び製品 1,586 1,667

仕掛品 2,232 2,636

原材料及び貯蔵品 1,345 1,218

繰延税金資産 1,597 1,435

その他 449 692

貸倒引当金 △10 △12

流動資産合計 17,765 19,247

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,522 7,428

減価償却累計額 △4,264 △4,187

建物及び構築物（純額） 3,257 3,240

機械装置及び運搬具 11,767 11,445

減価償却累計額 △9,254 △8,846

機械装置及び運搬具（純額） 2,513 2,599

工具、器具及び備品 9,956 9,778

減価償却累計額 △8,934 △8,869

工具、器具及び備品（純額） 1,021 908

土地 2,746 2,737

リース資産 17 17

減価償却累計額 △4 △3

リース資産（純額） 12 14

建設仮勘定 167 54

有形固定資産合計 9,719 9,553

無形固定資産 299 298

投資その他の資産

投資有価証券 1,594 1,461

長期貸付金 23 12

繰延税金資産 672 666

その他 216 209

貸倒引当金 △55 △51

投資その他の資産合計 2,452 2,297

固定資産合計 12,472 12,149

資産合計 30,237 31,397
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,149 7,051

短期借入金 － 200

未払金 1,342 1,077

未払法人税等 39 23

未払消費税等 17 5

賞与引当金 374 334

役員賞与引当金 20 0

防災製品補償損失引当金 941 2,173

その他の引当金 9 10

その他 893 905

流動負債合計 10,787 11,783

固定負債

退職給付引当金 1,460 1,413

役員退職慰労引当金 184 154

その他 67 52

固定負債合計 1,712 1,621

負債合計 12,500 13,405

純資産の部

株主資本

資本金 8,388 8,388

資本剰余金 7,431 7,431

利益剰余金 3,003 3,473

自己株式 △740 △738

株主資本合計 18,083 18,554

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △148 △212

為替換算調整勘定 △216 △375

評価・換算差額等合計 △364 △588

少数株主持分 18 26

純資産合計 17,737 17,992

負債純資産合計 30,237 31,397
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（２）【四半期連結損益計算書】
　【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 23,086 15,634

売上原価 20,261 14,538

売上総利益 2,824 1,096

販売費及び一般管理費 ※
 2,300

※
 1,703

営業利益又は営業損失（△） 524 △607

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 17 9

持分法による投資利益 23 30

受取賃貸料 10 11

為替差益 22 57

貸倒引当金戻入額 28 2

その他 25 39

営業外収益合計 129 151

営業外費用

支払利息 0 2

賃貸収入原価 13 11

投資事業組合運用損 5 3

租税公課 － 7

その他 3 6

営業外費用合計 22 31

経常利益又は経常損失（△） 631 △486

特別利益 － －

特別損失

固定資産処分損 18 23

投資有価証券評価損 3 －

貸倒損失 2 －

貸倒引当金繰入額 － 3

防災製品補償損失引当金繰入額 2,800 －

特別損失合計 2,824 26

税金等調整前四半期純損失（△） △2,192 △513

法人税、住民税及び事業税 266 29

法人税等調整額 △1,170 △212

法人税等合計 △903 △183

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △2

四半期純損失（△） △1,292 △327
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 11,870 8,455

売上原価 10,337 7,748

売上総利益 1,532 707

販売費及び一般管理費 ※
 1,183

※
 892

営業利益又は営業損失（△） 349 △185

営業外収益

受取利息 － 0

受取配当金 5 3

持分法による投資利益 18 23

受取賃貸料 5 6

為替差益 51 38

その他 24 21

営業外収益合計 104 92

営業外費用

支払利息 － 0

賃貸収入原価 6 5

租税公課 － 7

その他 0 9

営業外費用合計 7 22

経常利益又は経常損失（△） 446 △114

特別利益 － －

特別損失

固定資産処分損 17 23

貸倒損失 2 －

ゴルフ会員権評価損 － △2

貸倒引当金繰入額 － 0

防災製品補償損失引当金繰入額 2,800 －

特別損失合計 2,820 21

税金等調整前四半期純損失（△） △2,373 △136

法人税、住民税及び事業税 174 25

法人税等調整額 △1,228 △63

法人税等合計 △1,054 △37

少数株主利益 2 0

四半期純損失（△） △1,321 △98
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,192 △513

減価償却費 967 706

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9 46

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △69 29

防災製品補償損失引当金の増減額（△は減少） 2,800 △1,232

支払利息 0 2

受取利息及び受取配当金 △18 △10

投資有価証券評価損益（△は益） 9 －

有形固定資産処分損益（△は益） 18 23

売上債権の増減額（△は増加） 744 868

たな卸資産の増減額（△は増加） △504 430

仕入債務の増減額（△は減少） 72 △1

その他 △194 114

小計 1,643 463

利息及び配当金の受取額 20 14

利息の支払額 △0 △2

法人税等の還付額 － 257

法人税等の支払額 △522 △112

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,141 620

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 3 3

定期預金の預入による支出 △2 △8

有形固定資産の取得による支出 △948 △544

有形固定資産の売却による収入 8 2

無形固定資産の取得による支出 △46 △6

投資有価証券の取得による支出 △114 △3

投資有価証券の売却による収入 － 0

貸付けによる支出 △3 △21

貸付金の回収による収入 5 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,097 △567

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △200

短期借入れによる収入 100 －

短期借入金の返済による支出 △100 －

自己株式の取得による支出 △5 △1

配当金の支払額 △142 △140

少数株主への配当金の支払額 △4 △7

リース債務の返済による支出 △1 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △153 △352

現金及び現金同等物に係る換算差額 △131 52

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △241 △246

現金及び現金同等物の期首残高 3,832 2,212

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,591

※
 1,965
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更　　 (1)重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

有形固定資産

　当社は従来、工具については定率法によっていたが、第１四半期連結会計期

間より、定額法に変更している。

　この変更は、当期に自動車安全部品部門におけるシートベルトの新型リトラ

クター及び新型バックルの量産化に伴う新規金型投資が集中的に発生するこ

とを契機として減価償却方法を再検討したところ、工具の大部分を占める金

型の使用については、毎期平均的に使用されている実態が認められること、及

び金型の償却費に関する収益と費用の対応関係の観点からは、自動車安全部

品の１単位当たりの製品ごとに一定額の減価償却費を配賦することで、より

合理的な費用配分を行い、期間損益計算をより適正に算定することができる

と判断したことによる。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の

売上総利益が133百万円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期

純損失が133百万円それぞれ減少している。　

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

　　　

(2)完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更　　　

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用して

いたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月

27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四

半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用している。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高が129百万円、売上総利益が

9百万円それぞれ増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失

が9百万円それぞれ減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

【表示方法の変更】

　当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日

　  至　平成21年９月30日）　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　　前第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入れによる収入」と「短期借

　入金の返済による支出」は総額で表示していたが、短期借入金については借入期間が短く、かつ回転が速い項目にな

　っていることから、当第２四半期連結累計期間より、「短期借入金の純増減額（△は減少）」として純額表示してい

　る。

　　なお、当第２四半期連結累計期間の「短期借入金の純増減額（△は減少）」に含まれている「短期借入れによる収

　入」は6,700百万円、「短期借入金の返済による支出」は△6,900百万円である。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省

略し前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっている。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項なし。

　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　１　保証債務　

　　　次の取引に対し保証を行っている。　

従業員（住宅資金借入） 5百万円

　１　保証債務　

　　　次の取引に対し保証を行っている。

従業員（住宅資金借入） 6百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

　次のとおりである。　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

　次のとおりである。　

荷造運送費 706百万円

役員報酬 85　

給料賃金手当 402　

賞与金 53　

賞与引当金繰入額 96　

役員賞与引当金繰入額 17　

退職給付引当金繰入額 25　

役員退職慰労引当金繰入額 17　

荷造運送費 390百万円

役員報酬 75　

給料賃金手当 355　

賞与金 41　

賞与引当金繰入額 70　

役員賞与引当金繰入額 20　

退職給付引当金繰入額 29　

役員退職慰労引当金繰入額 28　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

　次のとおりである。　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

　次のとおりである。　

荷造運送費 365百万円

役員報酬 43　

給料賃金手当 197　

賞与金 1　

賞与引当金繰入額 72　

役員賞与引当金繰入額 8　

退職給付引当金繰入額 11　

役員退職慰労引当金繰入額 8　

荷造運送費 221百万円

役員報酬 45　

給料賃金手当 171　

賞与金 0　

賞与引当金繰入額 65　

役員賞与引当金繰入額 10　

退職給付引当金繰入額 10　

役員退職慰労引当金繰入額 13　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係　

（平成20年９月30日現在）　

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係　

（平成21年９月30日現在）　

　現金及び預金勘定 　   3,602百万円　

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11

　現金及び現金同等物 3,591

　

　現金及び預金勘定 1,984百万円　

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △18

　現金及び現金同等物 1,965

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　60,569千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　 3,892千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項なし。 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 142 2.5平成21年３月31日平成21年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
防災用繊維
製品事業
（百万円）

産業用繊維
製品事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

 消去又は
 全社　　　
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,344 10,510 16 11,870 － 11,870

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － (－) －

計 1,344 10,510 16 11,870 (－) 11,870

営業利益又は営業損失（△） △19 655 7 644 (295) 349

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
防災用繊維
製品事業
（百万円）

産業用繊維
製品事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

 消去又は
 全社　　　
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 950 7,490 15 8,455 － 8,455

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － (－) －

計 950 7,490 15 8,455 (－) 8,455

営業利益又は営業損失（△） △53 143 6 96 (282) △185

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
防災用繊維
製品事業
（百万円）

産業用繊維
製品事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

 消去又は
 全社　　　
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 2,507 20,546 31 23,086 － 23,086

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － 　　(－) －

計 2,507 20,546 31 23,086 (－) 23,086

営業利益又は営業損失（△） △76 1,170 14 1,109 (584) 524
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当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
防災用繊維
製品事業
（百万円）

産業用繊維
製品事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

 消去又は
 全社　　　
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,836 13,766 31 15,634 － 15,634

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － (－) －

計 1,836 13,766 31 15,634 (－) 15,634

営業利益又は営業損失（△） △30 △29 13 △46 (560) △607

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２．各事業の主な製品

(1）防災用繊維製品事業……消防用ホース、消火栓用ホース、導管補修用ホース及び工事、その他関連材料

(2）産業用繊維製品事業……高機能資材織物、合繊ロープ、細巾織物、自動車用シートベルト、エアバッグ、

後部車室用カバー（トノカバー）、電動リアサンシェード等　

(3）その他事業……不動産賃貸事業

３．会計方針の変更

    前第２四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）　

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1)に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が

「防災用繊維製品事業」38百万円、「産業用繊維製品事業」164百万円それぞれ減少している。

　

当第２四半期連結累計期間

（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1)に記載のとおり、当社は第１

四半期連結会計期間より、有形固定資産の工具の減価償却の方法を、定率法から定額法に変更している。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「消去又は全社」で０百万円

営業利益が増加し、「防災用繊維製品事業」で０百万円、「産業用繊維製品事業」で133百万円営業損失がそ

れぞれ減少している。　

　

（工事契約に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(2)に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事

契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用している。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「防災用繊維製品事業」

の売上高が129百万円増加し、営業損失が９百万円減少している。　

　

４．追加情報 

　　前第２四半期連結累計期間　

（有形固定資産の耐用年数の変更）  

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、構築物及び機械装置の

一部について耐用年数を変更した。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「防災用繊維製品

事業」14百万円、「産業用繊維製品事業」32百万円、「消去又は全社」0百万円それぞれ減少している。 
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略した。

　当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略した。

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日） 

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,165 165 1,330

Ⅱ　連結売上高（百万円）   11,870

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 9.8 1.4 11.2

　当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日） 

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。　

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日） 

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,381 282 2,663

Ⅱ　連結売上高（百万円）   23,086

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.3 1.2 11.5

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日） 

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。

　

　

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分している。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりである。 

　(1)アジア・・・・・・タイ、中国

  (2)その他の地域・・・米国

３．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められる。

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 1,269 1,019 △249

(2）債券             

国債・地方債等　 － － －

社債　 － － －

その他　 － － －

(3）その他 － － －

合計 1,269 1,019 △249

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　該当事項なし。　

　なお、為替予約取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しており、注記の対象から除いている。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項なし。

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　　　　　　該当事項なし。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 312.62円 １株当たり純資産額 316.94円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △22.80円 １株当たり四半期純損失金額（△） △5.79円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため、記載をしていない。　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在

しないため、記載をしていない。　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △1,292 △327

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △1,292 △327

期中平均株式数（千株） 56,720 56,682

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △23.30円 １株当たり四半期純損失金額（△） △1.74円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存

在しないため、記載をしていない。　　

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存

在しないため、記載をしていない。　　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（△）（百万円） △1,321 △98

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △1,321 △98

期中平均株式数（千株） 56,712 56,680
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日

　　至　平成21年９月30日）　

（重要な子会社等の設立）

　　当社は、平成21年10月29日に設立した、自動車用シートベルト・エアバッグ等の製造・販売を主たる事業とする子

　会社の払込資本金の額等を、平成21年11月６日開催の取締役会において決議した。

　（１）設立の目的

　　　市場拡大が著しいインドにおける日系自動車メーカーからの継続的受注獲得を目指すため。

　（２）会社の概要 　 　

　　　①名称　　　Ashimori India Private Limited

　　　②所在地　　インド国ラジャスタン州

　　　③事業内容　自動車用シートベルト・エアバッグ等の製造・販売

　　　④資本金　　約５億円

　　　⑤設立日　　平成21年10月29日

　　　⑥取得価額　約５億円　

　　　⑦持分比率　100％　　　

（リース取引関係）

　   　 当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計　審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））の適用　　

初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

行っているが、当第２四半期連結会計期間の末日におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載していない。

２【その他】

　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月11日

芦森工業株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指 定  社 員
業務執行社員　

 公認会計士 山下　幸一　　印

 
指 定  社 員
業務執行社員

 公認会計士 山田　英明　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている芦森工業株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、芦森工業株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報　　　　

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期

間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

芦森工業株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指 定  社 員
業務執行社員　

 公認会計士 松山　和弘　　印

 
指 定  社 員
業務執行社員

 公認会計士 山田　英明　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている芦森工業株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、芦森工業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期

間より工具についての減価償却方法を定率法から定額法に変更している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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